
鹿島区自治振興基金の活用について（報告） 

鹿島区地域振興課 

 

１．経 過 

  令和５年１月２７日（金）に開催した第９回鹿島区地域協議会において、令

和５年度に鹿島区自治振興基金を活用することを諮問し、質疑応答の後、答申

を受けた。（資料３‐２） 

 

２．諮問内容 

  商工労政課が所管する「中小企業融資利子補給金（鹿島区）」に対し、令和

５年度に７２０千円を鹿島区自治振興基金から充当すること。（資料３－３） 

 

３．諮問理由 

  当該事業に対しては、平成１９年度に同基金から充当した経過があったが、

震災以前であり１０年以上経過していたこともあり、改めて地域協議会に対

し意見を求める必要があると思慮し、諮問したもの。 

 

４．諮問に対する質疑 

 質問：平成２２年度から使われいなかった基金を５年度から使うように  

なった経過は。 

   答弁：中小企業融資利子補給金は、震災以前から継続して行ってきた事業

でしたが、震災以降は一般財源や地域振興基金を活用してきまし

た。財源が厳しくなってきたため自治振興基金を活用することに

いたしました。 

 

   質問：７２０千円の内訳は。 

答弁：継続して融資を受ける事業者に対し３１件４３０千円、新規借り  

入れに対し６件３００千円を想定しております。 

 

資料３－１ 
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中小企業融資利子補給金（鹿島区）への鹿島区自治振興基金の充当について 

 

１．事業概要 

 中小商工業の経営発展と経営意欲の促進を図り、商工活動の強化を図るため、事業資金を

借入した中小商工業者に対し、借入金の利子補給をする。 

 ・事業主体 鹿島商工会 

 ・補助金額 予算の範囲内 

 

対象者 

福島県商工事業協同組合、大東銀行鹿島支店及び相双五城信用

組合鹿島支店から事業資金（設備、運転、後継者育成）を借入し

た中小商工業者 

借入金の限度額 ５００万円 

利子補給金の限度額 ５万円（年間） 

補給率 １／２ 

利子補給期間 ５年以内 

 ※小高区においても、同様の事業があるが、現在利用されていない。 

相違点は、福島県商工事業協同組合より事業資金を借入した中小商工業者となっている。 

 

 

２．令和５年度事業費（見込み） 

 

  令和５年度中小企業融資利子補給金 支出見込額  ７３０千円 

   内 鹿島区自治振興基金充当見込額       ７２０千円 

     中小企業後継者育成資金預託金利子見込額   １０千円 

 

 （過去の自治振興基金の充当内容は次ページ） 

 

資料３－３ 
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自治振興基金の活用及び鹿島区自治振興基金について 

 

 

●自治振興基金とは 

 南相馬市の一体性を保持しながらも、自治区内の住民主体による自治の確立と特

色あるまちづくりを推進するために設置された基金で、当該地区に係る事業に充て

ることができる。 

 

 

●自治振興基金を活用する際の諸条件について 

 条件１ 以下の項目のいずれかに該当すること 

① 自治区内の特色あるまちづくりの推進について特に必要と認める事業 

② 人材及び公共的団体等の育成について特に必要と認める事業 

③ 文化及びスポーツの振興について特に必要と認める事業 

④ 高齢者等の保健福祉の増進について特に必要と認める事業 

⑤ 緑化の推進及び保全について特に必要と認める事業 

 

 条件２ 以下の項目すべてに該当すること 

① 基金を処分する自治区、自治区の住民、企業及び組織または、自治区内の地

域資源（住民等を除く）を対象として実施する事業である。 

② 営利を目的としない公益的な事業である。 

③ 受益者が一定の者に限定されていない事業である。 

④ 事業を実施することで、当該自治区の発展が期待できる。 

⑤ これまで他の助成等を受けていない事業である。 

⑥ 市の復興総合計画等、市の各施策との整合性が確保されている事業である。 

 

条件３ 活用に際し、当該地区の地域協議会へ諮問し、承認されること 

 

 

●鹿島区自治振興基金について 

 令和３年度末（令和４年３月３１日）現在の基金積立額 ２８４，３６８，９０６円 

                

資料３－４ 
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○南相馬市鹿島区中小企業融資利子補給金交付要綱 

平成１８年１月１日 

告示第１０５号 

改正 平成２１年５月２９日告示第６７号 

平成２５年１１月２５日告示第８７号 

（趣旨） 

第１条 市は、合併前の鹿島町の区域における中小商工業の企業経営の発展と経営意欲の促

進を図るとともに、商工活動の強化を図るため、南相馬市補助金等の交付等に関する規則

（平成１８年南相馬市規則第３８号。以下「規則」という。）及びこの告示の定めるとこ

ろにより、予算の範囲内で補給金を交付する。 

（利子補給金の交付対象） 

第２条 市は、福島県商工事業協同組合、大東銀行鹿島支店及び相双五城信用組合鹿島支店

（以下「組合等」という）から事業資金（設備、運転、後継者育成）を借入れした中小商

工業者に対し、借入金の利子を補給するものとする。 

（限度額） 

第３条 利子補給を受ける借入金の限度額は、５００万円とする。 

２ 借入金は、完済すれば、再度利子補給の対象とする。 

３ 利子補給金の限度額は、年間５万円とする。 

（補給率及び期間） 

第４条 利子補給金の額は、組合等の定める利率により当該借入金額に対する借入期間に応

じて算定された償還利子額に２分の１を乗じて得た額とする。ただし、当該償還利子の算

定の基礎となった借入期間のうち、元利償還金の延滞した日数があるときは、借入期間か

らその日数を除算する。この場合において、既に交付を受けた当該延滞期間中の利子補給

金は、返納しなければならない。 

２ 利子補給の期間は、融資を受けた日から５年以内とする。 

（資格要件） 

第５条 この告示により利子補給金の交付を受けようとする者は、１年以上市内に居住し、

市税及び鹿島商工会（以下「商工会」という。）の会費を完納した商工業者でなければな

らない。 

（決定の通知） 

第６条 組合等が融資を決定したときは、直ちに商工会長へ中小企業融資決定通知書（様式

第１号）を提出する。 

２ 商工会長は、遅滞なく中小企業融資金（利子補給）決定書（様式第２号）を市長に提出

しなければならない。 

（手続） 

第７条 利子補給の交付を受けようとする者は、商工会長に申し出なければならない。 

２ 商工会長は、前項の申出を取りまとめ、第５条の資格要件及び組合等融資の事実を確認

し、中小企業融資利子補給金交付申請書（様式第３号）を翌月１０日まで市長に提出しな
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ければならない。 

（交付指令） 

第８条 市長は、前条第２項の申請に基づき利子補給金額を決定したときは、中小企業融資

利子補給金交付決定通知書（様式第４号）を商工会長へ交付するものとする。 

（報告） 

第９条 商工会長は利子補給金を精算したときは、中小企業融資利子補給金実績報告書（様

式第５号）を翌月１０日まで市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第１０条 利子補給金の交付について、この告示に定めのない事項については、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の鹿島町中小企業融資利子補給金交付要綱（平

成３年鹿島町訓令第１号）の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、この告示の

相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２１年告示第６７号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年１１月２５日告示第８７号） 

この告示は、平成２５年１１月２５日から施行する。 


